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研究成果の概要（和文）： 

 核不拡散という価値の担保には、レジームの提供する規範や手段のほかに、パワーによる強

制や利益の提供による誘導といった多様な政策装置が必要であり、また、そうした方法は、公

式なレジームの枠外で担保される。とりわけ、核保有のインセンティブが地域安全保障環境に

おける自国の地位の強化であるような場合、レジームは解決策を提示することはできず、必然

としてレジーム外の政策装置への依存度が高まることになる。 

 
研究成果の概要（英文）： 
   In order to ensure the compliance of non-proliferation norms, enforcement by power and 
incentives through the provision of benefit are necessary, in addition to norms and policy 
instruments equipped with the regime. These policy measures such as enforcement or 
provision of benefit are often provided by policy mechanisms outside the regime. In particular, if 
proliferators are motivated by quest for security assurance in the regional security context, 
resolution of proliferation problems is even more dependent on policy mechanisms and 
instruments outside the regime. 
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１．研究開始当初の背景  

最近の新しい核不拡散政策の措置が核不
拡散レジームの変容にどのような影響を与
えるのかについての研究は、その重要性にも
かかわらず、いくつかの事例研究（秋山信将
「核不拡散規範の遵守強化とアメリカ外交」、
国際政治第 153 号 2007年 11 月、石川卓「米
国の核不拡散政策―核不拡散体制の『再構

成』と『危機』」、浅田正彦・戸﨑洋史編『核
軍縮不拡散の法と政治』信山社、2008 年、
George Perkovich, “The End of the 
Nonproliferation Regime?” Current History, 
no.694 (November 2006)）を除き、必ずしも多
いとはいえない。 
 しかしながら、核不拡散分野（核軍縮は別
として）において、NPT 第 4 条（平和利用の
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「奪いえない権利（inalienable right）」）をめ
ぐる政治は急速にその重要性を高めている。
先進国の間では、核不拡散を実効的に担保す
るためには、核物質や機微技術の移転を制限
し、核燃料サイクルの新規設置を行なわせな
いのが最も有効である、という政策アイディ
アが優勢になりつつある。この潮流を反映し
て、核燃料サイクルの多国間管理・燃料供給
保証、輸出管理の強化（NSG のガイドライン
変更）、二国間協力協定を通じた規制のよう
に、第 4条で保障されたはずの平和利用の自
由度を実質的に制限する政策措置が次々と
提案・導入されるようになった。 
その結果、NPT レジームを構成する重要な

三つの規範（三本柱）の一つである平和利用
の「奪いえない権利」をめぐり、その制限も
やむなしとする先進国を中心とする「持てる
国」と、それに反発する途上国を中心とする
「持てない国（「持たざる国」ではなく）」の
間で、政治的対立が先鋭化しつつある。それ
は NPTの中核的な価値である「核不拡散」の
実効性と、国際秩序の原則的な規範とされて
きた「国家主権の尊重」に密接に関連する「奪
いえない権利」という、いずれも NPTの存立
にとって不可欠な二つの概念が相互干渉を
起こした状態が発生しているといえる。 
この NPT における、条約（レジーム）の実

効性重視の立場と国際秩序の普遍的な原則
重視の立場の間の相克は、価値の多様化する
国際秩序のあり方を分析するうえでも重要
な事例であるといえる。 
 
２．研究の目的  
 本研究は、核不拡散条約（NPT）第 4 条に
規定された、原子力の平和利用の「奪いえな
い権利」に内在する異なる二つの規範（国家
主権の尊重と核不拡散）の相互干渉の態様を
明らかにし、規範をめぐる政治過程の分析を
通じて国際レジームの変容に関する理論の
構築に貢献する。 
 核燃料サイクルの国際管理や二国間の原
子力協力協定（米印など）といった、不拡散
の実効性を重視し、「奪いえない権利」とい
う国際社会の原則を制限する可能性のある
政策措置をめぐる国際政治をレジームの変
容過程と捉え、レジームに内在化する二つの
規範の対立が顕在化するメカニズムと、その
対立がレジームの態様に影響を与える過程
の理論的解明を試みる。 
 なお、本研究の意義については、以下のよ
うに整理することができる。 
 
（１）事例研究として 
平和利用の「奪いえない権利」をめぐる政治
的対立の構造を解明する。すなわち、 
  ①「奪いえない権利」の解釈と理論の歴
史的展開の分析 

② 平和利用の「奪いえない権利」が政治
化した背景としての国際環境（平和利用の機
運の高まりと核の脅威の拡大、国家主権の
「相対化」の現象） 

③ NPT 運用検討会議や国際原子力機関
（IAEA）会合での「奪いえない権利」政治の
力学と構造を明らかにする。 
 
（２）理論研究として 
レジームの基盤となる条約に二つの対立的
規範が内在されていた場合、いかにして両者
の対立が顕在化・政治化するのか、それに
よってレジームの態様にどのような変化が
起きるのかを明らかにし、それによってレ
ジームの変容に関する理論的貢献を目指す。
特に、 

① レジームの利益構造（レジームのメ
リット）の変化が、規範構造に刺激を与える
ことで規範構造に内在する矛盾を政治的対
立として顕在化するという、構造レベルの過
程 

② レジームに参加するアクター間には、
レジームに参加する動機の面で差異があり、
対立的規範をめぐる政治の過程で、その動機
の差異によってアクター間の規範に対する
了解の認識が乖離していく、というアクター
の認識レベルの変化の過程につき、内外の先
行研究を基に理論の実証を行う。 
 
３．研究の方法  
 本研究は、NPT 運用検討会議や IAEA 総会な
どの政府間会合における演説、公式文書や
ワーキングペーパーなどの文書と、政策担当
者へのインタビューを一次資料として、その
分析を中心に議論の構築を行う。 
 年度ごとの進捗の計画は、以下のとおりで
あった。 
（１）平成 22年度 
・仮説構築：理論面においては先行研究の読
み込みを進める。 
・二次資料（先行研究）によりこれまでの議
論を整理する。 
・5月に開催される NPT運用検討会議に出席
し、資料収集を行う。 
・年度前半は NPT会議で収集した資料の分
析・整理を行い、年度後半は研究ノートの執
筆を行う。 
 
（２）平成 23年度 
・実証研究として、研究ノートにまとめられ
た事項の分析を行う。 
・その中で、不足している資料があれば、研
究者や政策担当者とのネットワークを通じ
て入手に努める。 
・9月の IAEA総会に出席し、NPT 運用検討会
議後の平和利用をめぐる議論の動向を調査
し、NPTの規範形成過程のその後の展開を



フォローアップする。 
・同時に、事例研究論文の執筆を行い、年度
末までには学術誌に発表する。 
 
（３）平成 24年度 
・主として仮説の検証を中心とした理論研究
を行う。 
・仮説の検証には、IAEA総会への出席等を通
じ、政策の現場における調査でのリアリ
ティ・チェックも重要な役割を担う。 
・理論研究の論文の執筆を行う。 
・また、平成 22年度からの研究蓄積（要す
ればそれ以前の蓄積）を基に、単著の執筆を
行う。年度末までには、初稿を完成させる。 
 
４．研究成果 
 本研究では、二国間協定や核燃料サイクル
の多国間管理など特に近年注目されるよう
になった不拡散を担保するための政策手段
に着目し、それらが核不拡散レジームの実効
性をどのように高めているのか、そして核不
拡散体制の中核をなす核不拡散条約（NPT）
の普遍性との間にどのような緊張関係が存
在し、それがレジームの変容にどのようにイ
ンパクトを及ぼすのかを研究してきた。 
本研究を通じて明らかになった点は、以下

の通りである。 
 レジームを中心とした国際秩序に対する
各国の姿勢を見た場合、不拡散の規範および
ルールを遵守する原理・構造には、規範、利
益、強制がある。これらの遵守構造を提供す
るメカニズムが、レジームを中心にどのよう
な政策装置により提供されているのかが、本
研究により明らかにされた。 
 二国間協定や核燃料サイクルの多国間管
理など特に近年注目されるようになった不
拡散を担保するための政策手段に着目し、さ
らに、イラン問題における EU3+3 のような、
レジームの枠外のアドホックな協議体や国
連安保理を通じた制裁など、核不拡散という
価値規範を担保するための核不拡散レジー
ム自身が用意した以外の政策手段に注目し、
レジーム論の枠内で国際的な不拡散をめぐ
る政治を議論することの限界を示唆し、それ
を補完する多様な手段の存在から、「核不拡
散秩序」の三層構造を議論した。核不拡散秩
序の三層とはすなわち、①規範や原則、そし
て基本的な規則を提供する NPT＝IAEAという
公式なレジームを中核に、②これらの規範に
準拠しかつ、IAEA文書などで正式に関連付け
られてはいるが、メンバーシップが限定的な、
半公式のレジーム、そして、③核不拡散規範
には整合的ではあるが、普遍性や手続き等に
おいて必ずしも公式なレジームの規範構造
とは整合的ではない手法も採用されている
政策装置から構成される。 
 したがって、核不拡散という価値の担保に

は、レジームの提供する規範や手段のほかに、
パワーによる強制や利益の提供による誘導
といった多様な政策装置が必要であり、また、
そうした方法は、公式なレジームの枠外で担
保される。とりわけ、核保有のインセンティ
ブが地域安全保障環境における自国の地位
の強化であるような場合、レジームは解決策
を提示することはできず、必然としてレジー
ム外の政策装置への依存度が高まることに
なる。 
 しかし、規範遵守を強制するだけの能力を
持つ制度は、結局のところそのような能力を
持つ国家の存在によって支持されていると
いえる。そして、このような国家はまた、遵
守すべき規範の構築においても主たる役割
を果たしている。 
 そして、このような強制力を持つ国家とレ
ジーム（規範構造）の関係性は、核不拡散を
めぐる国際秩序を見た場合、米国の存在を中
心に議論されることになる。米国は、強制力
を担保するパワーの面においても、利益の提
供（すなわち、技術や協力の提供、安全保障
上の便益である拡大抑止の提供など）におい
て圧倒的な能力を持っており、同時に強く核
不拡散規範を支持してきた。 
 ところが、1970年代後半以降から米国の相
対的なパワーの低下が顕著となり、また技術
を保有する国家の増大により、規範を支持す
るための強制力に陰りが生じることとなっ
た。そのため、二国間協定を通じた利益の供
与や多国間管理構想のような多国間でのパ
ワーシェアリングのための装置（ただしこれ
は「規範の強化」への貢献のほうが実効性よ
りもより重要な意義として認められる）へと
傾斜していくこととなった。したがって、イ
ンドとの二国間協定は、従来の核不拡散の規
範構造を逸脱し、ある意味では、普遍性を基
盤とした伝統的なレジームの規範構造とは
矛盾する政策装置である。しかしこれは、イ
ンドという無視できないアクターをより広
い意味での核不拡散秩序の中に包含してい
くための政策とみることも可能である。 
 またイランの核疑惑については、IAEA の遵
守装置が核不拡散という政策目的に照らし、
必ずしもそれを完全に担保する構造になっ
ていない点、そしてイランの核開発の動機へ
の働きかけにより開発を断念させるという
アプローチにしても、そうしたアプローチを
有効にするためのインセンティブ（すなわち、
イランの地域安全保障環境における安全の
保証、もしくは米国からの体制変更の圧力の
回避、さらには地域覇権への野望）の提供が
レジームを通じては困難であることから、レ
ジームの外部に確立されたアドホックな協
議体である EU3+3へとその解決を委任せざる
を得ない状況を明らかにしている。 
 しかしながら、レジームが重視する普遍的



な価値、とりわけ原子力平和利用の「奪いえ
ない権利」をめぐる権利義務関係が多くの国
にとって、とりわけ直接的に原子力や核不拡
散の問題に利害を有しない国にとって、レ
ジームへの帰属の重要な要因であったこと
を考慮すれば、これらのような実効性を重視
し、レジームの普遍性に対してネガティブな
影響をもたらすような政策の手法は、最終的
にレジーム維持のコストを上昇させること
にもつながりかねず、それによってレジーム
の提供する価値の実現においても、上昇コス
トの負担の共有が難しい場合、それが不可能
になる可能性も潜在的に存在する。 
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